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はじめに
前論考「改訂 J-SOX への対応ポイントの解説」では、対応

ポイントを中心に説明しましたが、ここからは「不正リスクへ
の対応」と「評価範囲の決定に関する対応」について、評価
手続の実施時や評価範囲の決定時のより具体的な観点につい
て解説します。なお、文中の意見に係る記載は筆者の私見で
あり、PwCあらた有限責任監査法人および所属部門の正式見
解ではないことをお断りします。

1	 不正リスクへの対応の観点

「不正リスクへの対応」について評価手続きの実施時にお
けるより具体的な観点を解説しますが、前論考で述べた確認
ポイントと重なる部分もあります。「不正リスクの考慮と対応
に関する確認ポイントの例」については、前論考の図表2（11
ページ）を参照してください。
全社的な内部統制や業務プロセスに係る内部統制の評価

手続きにおいて、どのようにして不正リスクを考慮していく
のがよいでしょうか。全社的な内部統制と業務プロセスのそ
れぞれについて、不正リスクの考慮例を説明します。
全社的な内部統制の評価のために、「財務報告に係る内部
統制の評価及び監査の実施基準」に例示されている全社的な
内部統制に係る42の評価項目※1をベースにしたチェックリ
ストを用いている企業が多いかと思いますが、このチェック
リストを見直し、不正リスク対応の観点を含めることが有効
だと考えられます。長年チェックリストの内容は変わってい
ないという企業にとっては、硬直化したチェックリストを見
直す良いきっかけになるかもしれません。図表 1に不正リス
クに対する全社的な内部統制の評価項目と確認時の観点例
を示します。
次に、業務プロセスに係る内部統制の評価時の不正リスク
対応の観点例を紹介します。全社的な内部統制の評価では、
「動機とプレッシャー」「姿勢と正当化」の観点が中心でした
が、業務プロセスに係る内部統制の評価においては、業務プ
ロセスに係る内部統制が、不正の「機会」を排除できている
かどうかという観点が重要です。請求業務を行う従業員と入
金の照合作業を行う従業員が分かれているか、売上計上を
行う従業員と承認者が分かれているか等、1人で業務が完結

※1	 企業会計審議会「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に
係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の改訂について（意見書）」の「参考1  
財務報告に係る全社的な内部統制に関する評価項目の例」（96〜98ページ）を参照。

「不正リスクへの対応」、「評価範囲の
決定に関する対応」の具体的な観点

PwCあらた有限責任監査法人
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シニアアソシエイト　平井 雄二

※1	 企業会計審議会「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に
係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の改訂について（意見書）」の「参考1  
財務報告に係る全社的な内部統制に関する評価項目の例」（96〜98ページ）を参照。
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図表1：不正リスクに対する全社的な内部統制の評価項目と確認時の観点例

内部統制の
基本的要素

No 評価項目
不正のトライアングル

確認時の観点動機と
プレッシャー 機会 姿勢と

正当化

統制環境

①

適切な経営理念や倫理規程に基づき、社内の制
度が設計・運用され、原則を逸脱した行動が発見
された場合には、適切に是正が行われるようになっ
ているか － － 〇

●  �不正に関する経営者メッセージがあるか（倫理観
等）

●  �そのメッセージは従業員に周知されているか
●  �不正に関する規程類の整備・運用状況（就業規

則や懲戒規程）
●  �懲戒処分が規程に基づいて検討され行われてい

るか

②
経営者は、問題があっても指摘しにくい等の組織
構造や慣行があると認められる事実が存在する場
合に、適切な改善を図っているか

－ － 〇
●  �経営者に問題が伝達される仕組みがあるか
●  �経営者がその問題に対して適切な対応を示してい

るか

③
経営者は、企業内の個々の職能（生産、販売、情
報、会計等）及び活動単位に対して、適切な役割
分担を定めているか

－ 〇 －
●  �適切な業務分掌規程があるか
●  �業務分掌規程が浸透しており、適切な職務の分

離につながっているか

④
責任の割り当てと権限の委任が全ての従業員に対
して明確になされているか － 〇 －

●  �適切な職務権限規程があるか
●  �職務権限規程が浸透しており、適切な職務の分

離につながっているか

⑤
従業員等に対する権限と責任の委任は、無制限で
はなく、適切な範囲に限定されているか － 〇 －

●  �適切な職務権限規程があるか
●  �職務権限規程が浸透しており、適切な職務の分

離につながっているか

⑥
従業員等の勤務評価は、公平で適切なものとなっ
ているか

〇 － －
●  �公平で適切な人事評価制度があるか
●  �その人事評価制度は適切に運用されているか

リスクの評価
と対応

⑦

経営者は、不正に関するリスクを検討する際に、
単に不正に関する表面的な事実だけでなく、不
正を犯させるに至る動機、原因、背景等を踏まえ、
適切にリスクを評価し、対応しているか

〇 〇 〇

●  �第2線のリスク管理部門やコンプライアンス部門
の不正リスクに関する取り組み内容

●  �コンプライアンス関連の研修実施状況
●  �得意先との共謀を防ぐために定期的な担当替え

等のローテーションが行われているか

統制活動 ⑧
経営者は、信頼性のある財務報告の作成に関し、
職務の分掌を明確化し、権限や職責を担当者に適
切に分担させているか

－ 〇 －
●  �適切な職務権限規程があるか
●  �職務権限規程が浸透しており、適切な職務の分

離につながっているか

情報と伝達

⑨
内部通報の仕組み等、通常の報告経路から独立し
た伝達経路が利用できるように設定されているか － － 〇

●  �内部通報制度を従業員に使用してもらうための取
り組み（秘密保持や報復に対する保護の徹底を
周知する等）

⑩

内部統制に関する企業外部からの情報を適切に利
用し、経営者、取締役会、監査役等に適切に伝達
する仕組みとなっているか

－ － 〇

●  �経営者に外部からも情報が伝達される仕組みが
あるか

●  �経営者がその情報に対して適切な対応を示してい
るか

モニタリング

⑪
企業の内外から伝達された内部統制に関する重要
な情報は適切に検討され、必要な是正措置が取
られているか

－ － 〇
●  �内部統制に関する重要な情報が経営者に伝わっ

ているか
●  �その情報に対して適切な対応を示しているか

⑫

モニタリングによって得られた内部統制の不備に関
する情報は、当該実施過程に係る上位の管理者な
らびに当該実施過程及び関連する内部統制を管
理し是正措置を実施すべき地位にある者に適切に
報告されているか

－ － 〇

●  �内部統制に関する不備の情報が適切な管理者に
伝わっているか

●  �その情報に対して適切な対応を示しているか

⑬
内部統制に係る開示すべき重要な不備等に関する
情報は、経営者、取締役会、監査役等に適切に
伝達されているか

－ － 〇
●  �内部統制に関する重要な不備の情報は経営者に

伝わっているか
●  �その情報に対して適切な対応を示しているか

出所：企業会計審議会「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の改訂について（意見書）」（2023年4月7日）をも
とにPwC作成
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できないようになっているか等の観点で自社の業務プロセス
に係る内部統制を再確認してみることが有用です。
特に、全社的な内部統制の評価において、「動機とプレッ

シャー」や「姿勢と正当化」に関するリスクが高いと評価さ
れた事業拠点の業務プロセスに対しては、より慎重な評価が
必要になってくると考えられます。
なお、2023年9月28日に日本公認会計士協会が公表した

「「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財
務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の
改訂について（意見書）」（2023年4月）等を受けた内部統制
監査上の留意事項に関する周知文書」によれば、「監査人は、
改訂後の内部統制の基本的枠組みに準拠して、経営者が内
部統制の整備及び運用並びに評価を行っているかについて留
意する。特に、全社的な内部統制の評価に当たっては、内部
統制の基本的な要素ごとに例示されている42項目が広く実
務に利用されているが、監査人は、これらの評価項目が今回
の改訂を踏まえ、必要に応じて、適切に見直しが行われてい

るかについて確認することが重要である。」とされています。
もし「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の実施基準」
に例示されている全社的な内部統制に係る42の評価項目を
ベースにしたチェックリストを用いており、長らくそのチェッ
クリストの見直しを行っていなければ、今回の改訂を踏まえ
た見直しを行うことが有用であると考えられます。

2	� 重要な事業拠点の選定方法に係る参考例
と選定方法の観点

前論考（13ページ）にも掲載しましたが、評価範囲の決定
に関する対応のポイントの例を図表2に示します。

図表 2の①「重要な事業拠点を選定する際の指標の決定」
については、財務報告内部統制監査基準報告書第1号「財
務報告に係る内部統制の監査」の付録7「重要な事業拠点の
選定方法に係る参考例」が参考になります。付録7の内容を
まとめたものが図表3です。

図表2：評価範囲の決定に関する対応における対応ポイントの例

No プロセス 対応ポイント

① 重要な事業拠点を選定する際の指標の決定
●  �従来の拠点判定時に使用していた指標について見直しの要否検討
●  �基準に記載されている例を機械的に適用していれば、自社の状況に合わせた指標を検討

② 重要な事業拠点の決定
●  �指標を使った拠点判定の際の割合について見直しの要否検討
●  �連結ベースの売上高等の一定割合（おおむね3分の2程度）等の基準の例を参考にしつつ、自社の状

況に合わせた一定割合を検討

③ 「企業の事業目的に大きく係る勘定科目」の決定
●  �「企業の事業目的に大きく係る勘定科目」の見直しの要否検討
●  �一般的な事業会社の場合、原則として、「売上、売掛金及び棚卸資産の3勘定」が考えられると基準

に記載されているが、自社の状況に合わせた検討が必要

④ 評価対象とする業務プロセスの識別
●  �③に変更がある場合は、評価対象とする業務プロセスも変更
●  �不正リスクや経営者による内部統制の無効化リスクについても考慮

⑤
評価対象外としてきた事業拠点／業務プロセスの
検討

●  �長期間にわたり評価範囲外となっていた拠点や業務プロセス等の検討
●  �必要に応じて、評価範囲とする等の対応

⑥ 個別に評価対象に追加する業務プロセスの検討

●  �①～⑤までに該当しない業務プロセスについて財務報告への影響を勘案して、個別に評価対象への
追加を再検討

●  �新たに例示された、以下の「リスクが発生又は変化する可能性がある状況」に該当するケースはあるか、
ある場合には、その中に重要な虚偽記載が発生する可能性が高い業務プロセスが存在するかを検討
●  �規制環境や経営環境の変化による競争力の変化
●  �新規雇用者
●  �情報システムの重要な変更
●  �事業の大幅で急速な拡大
●  �生産プロセス及び情報システムへの新技術の導入
●  �新たなビジネスモデルや新規事業の採用又は新製品の販売開始
●  �リストラクチャリング
●  �海外事業の拡大又は買収
●  �新しい会計基準の適用や会計基準の改訂

⑦ その他
●  �評価範囲の決定方法やその根拠の文書化
●  �内部統制報告書への記載方法の検討
●  �必要に応じて、監査人と評価範囲の決定方法およびその根拠について協議

出所：企業会計審議会「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の改訂について（意見書）」（2023年4月7日）をも
とにPwC作成
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なお、この付録7には、重要な事業拠点の選定根拠の記載
もあり、重要な事業拠点の選定の文書化の参考にもなると思
われます。
また、図表 2の⑥「個別に評価対象に追加する業務プロセ
スの検討」において留意すべき「リスクが発生又は変化する
可能性がある状況」が新たに例示されました。例示に該当す
る状況がある場合には、関連する業務プロセスを個別に評価
対象に追加すべきかどうか検討する必要があります。
ただし、ここで示されているのは「リスクが発生又は変化
する可能性がある状況」であって、ここで示された状況にあ
る事業拠点等の業務プロセスを必ず評価対象にしなければ
ならないということではありません。個別に評価対象に追加
する業務プロセスは、あくまで、重要な虚偽記載が発生する
可能性が高い業務プロセスです。例えば、新しく買収した海

図表3：重要な事業拠点の選定方法に係る参考例

No ケース 指標
主要グループ会社の指標割合※3

選定され
た指標の

合計
選定方法

P社 A社 B社 C社 D社 その他

①
質的重要性を考慮したケー
ス

売上高※1 25％ 18％ 18％ 14％ 12％ 13％ 73％

売上高の金額的重要性を考慮し、P社、A社、B社を
選定。金額的重要性の順序では次にC社を選定すべき
だが、D社はグループとなってからの期間が短く、事業
内容が異なる海外子会社であるという質的重要性を重
視して、代わりにD社を選定

②
全社的な内部統制の良好で
ない項目を考慮したケース

売上高※1 40％ 27％ 15％ 10％ − 8％ 77％

売上高の金額的重要性の観点からはP社とA社だけで
67％に達しているが、全社的な内部統制が良好でない
項目のあるC社を追加で選定

③
売上原価を追加指標として
考慮したケース

売上高※1 30％ 0％ 20％ 25％ 17％ 8％ 75％

売上高の金銭的重要性を考慮し、P社、B社、C社を
選定。その後、C社が販売する製品は全てA社で生産
されたものであること、A社の売上原価は連結グループ
の25％を占めることから、売上原価を選定指標として
追加し、A社を選定

売上原価※2 30％ 25％ 18％ 0％ 15％ 12％ 25％

④
売上総利益を指標として採
用したケース

売上 
総利益 23％ 10％ 22％ 25％ 15％ 5％ 70％

グループ内に純額と総額で売上計上をする事業が混在
していることから、売上高は事業拠点の共通の指標と
して適切でないと判断。このため、指標は売上総利益
を用い、売上総利益の金額的重要性を考慮して、P社、
B社、C社を選定

⑤
税引前当期純利益を追加指
標として考慮したケース

売上高※1 35％ 15％ 15％ 10％ 12％ 13％ −

売上高だけでは、高利益率の子会社の重要性を適切
に判断できない可能性があることを考慮し、税引前当
期純利益を追加的な指標として用いる。売上高の金
額的重要性を考慮し、P社、A社、B社を選定。さらに、
C社の税引前当期純利益の連結グループに占める割合
が25％となっていることから、C社を選定税引前当期

純利益 40％ 23％ -5％ 25％ 12％ 15％ −

出所：日本公認会計士協会「財務報告内部統制監査基準報告書第１号「財務報告に係る内部統制の監査」の改正」（2023年8月4日）をもとにPwC作成

※1　内部取引消去後の売上高
※2　内部取引消去後の売上原価
※3　グレーの網掛け部分が選定されていない拠点

外子会社は、どんな会社であっても重要な虚偽記載が発生
する可能性が高いのでしょうか。新たに例示された「リスク
が発生又は変化する可能性がある状況」に該当する場合、そ
こに含まれる業務プロセスが重要な虚偽記載が発生する可能
性の高いものであるのかを丁寧に評価することが重要です。

3	 おわりに

今回の改訂で新規に追加された項目や例示が多数あります
が、変化する環境や各社の状況に合わせてリスクを把握し、
リスクに対応する内部統制を整備・運用し、それらが機能し
ているかを定期的に評価していくという基本（または「基本
的な対応」など）に変更はありません。
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しかし、変化する状況に対応し続けていくことは一筋縄で
はいかないことを、J-SOX実務担当者の皆さんであれば骨身
に染みていると思います。
今回、「内部統制の基本的枠組み」において内部監査人の

責務については、「熟達した専門的能力と専門職としての正
当な注意をもって職責を全うすること」が追記されています。
確かに、評価を行う側が知識や能力のアップデートを行うこ
とはそのとおりですが、それだけではなく、今回の改訂では
外部監査人との協議や、取締役会や監査役等の責任等も追
記されており、さまざまな社内、社外のリソースを使って内

部統制の実効性を高めることの必要性が示されています。
内部統制は全社で取り組むべき課題であり、J-SOX実務担

当者は旗振り役となりつつ、外部、内部の力を上手に借りて
全社として内部統制を構築していく必要があります。今回の
改訂を、自社の内部統制や内部統制評価の再確認のきっか
けに、そして、社内外の関係者とリスクや内部統制について
会話するきっかけとして、うまく利用していくとよいと考え
られます。本稿が、少しでも、改訂J-SOXの理解や改訂への
対応の参考になれば幸いです。

※執筆者プロフィールは9ページを参照
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